
 

 

キャッシュレス決済機能付き 

セミセルフレジ導入等業務に係る 

公募型プロポーザル実施要領 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香 南 市 

令和 ６年 ９月 

 



 

１ 目的 

 香南市（以下「本市」という。）は、多種多様な決済手段の提供による市民サービスの向

上の一環として、各種証明書等発行時の手数料の徴収のために、本庁舎１階の市民保険課及

び税務収納課の窓口において、キャッシュレス決済機能付き対面式セミセルフＰＯＳレジ

（以下「ＰＯＳレジ」という。）を導入するとともに、導入後のキャッシュレス決済による

各種証明書等発行手数料（以下「収納金」という。）の指定納付受託業務を委託する。 

このため、本実施要領は、「キャッシュレス決済機能付きセミセルフレジ導入等業務」に

係る契約候補者を公募型プロポーザルにより選定するために、必要な事項を定めるもので

ある。 

 

２ 業務概要                                    

（１）業務番号及び業務名 

   市第 06015 号 キャッシュレス決済機能付きセミセルフレジ導入等業務 

（２）業務内容 

   「キャッシュレス決済機能付きセミセルフレジ導入等業務仕様書」（以下「仕様書」

という。）のとおり 

（３）契約期間 

   契約締結の日から令和７年３月 31 日まで 

（４）稼働開始予定日 

   ＰＯＳレジ導入後の指定納付受託業務の開始日は、令和７年２月３日（月）を予定と

する。 

※業務開始日は、受託者と協議のうえ決定するものとする。 

（５）見積限度額 

   総額：４,０７０,０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

※ＰＯＳレジ等機器一式（２台）の導入、設置費用及び利用に必要な経費。 

※５年間の機器保守に係る費用を含む。 

※指定納付受託業務に係る決済手数料は含まない。 

※この金額は契約予定価格を示すものではないので注意すること。 

 

３ 参加資格                                        

次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

（１）参加表明書の提出日時点において、物品購入及び役務の提供に係る令和６年度香南市

競争入札参加資格有資格者名簿に登載されていること。 

（２）日本国内に主たる営業所を置く者。 

（３）令和元年度以降に国又は地方公共団体の発注した、本実施要領に関する業務（類似業

務を含む）を元請けとして受注し、完了した実績を有する者。 



４ 参加表明書等の提出                               

本プロポーザルに参加しようとする者（以下「参加者」という。）は、次のとおり提出す

ること。 

（１）提出書類 

   ア 参加表明書（様式２） 

イ 法人概要書（様式３）及びパンフレット等 

ウ 業務実績調書（様式４） 

（２）提出期限 

   令和６年９月２０日（金） 

（３）提出先 

   〒781-5292 高知県香南市野市町西野２７０６番地 

香南市市民保険課 市民係 

TEL ０８８７－５７－８５０６ 

（４）提出方法 

   提出書類は紙媒体とし、追跡情報が残る郵送（提出期限までに必着）又は持参 

   ※持参の場合、受付時間は閉庁日を除く 9 時から１７時まで（１２時から１３時を

除く。）とする。 

 

５ 参加者の失格                                  

参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

（１）参加資格要件を満たさないことが判明した場合。 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合。 

（３）提出書類が定められた提出方法、提出先、期限に適合しない場合。 

（４）審査の公平性を害する行為があった場合。 

（５）提案見積額が、見積限度額を超えている場合。 

 

６ 参加の辞退 

参加表明書提出後に参加を辞退する場合は、次のとおり提出すること。 

（１）提出書類 

参加辞退届（様式５） 

（２）提出期限 

令和 6 年１０月４日（金） 

（３）提出先 

４（３）に同じ 

（４）提出方法 

４（４）に同じ 



 

７ 質疑の受付及び回答                               

（１）受付方法  

   質疑は、質疑書（様式１）により電子メールに添付したものを受け付ける。 

   メールアドレス：shimin@city.kochi-konan.lg.jp 

   なお、電子メールの標題に「キャッシュレス決済機能付きセミセルフレジ導入等業務

質疑書」の文字列を入力すること。また、質疑書の提出後、電話により到達を確認す

ること。 

（２）受付期間 

   令和６年９月５日（木） から 令和６年９月１２日（木）１７時まで 

（３）回答方法 

令和６年９月１８日（水）１７時までに香南市ホームページで回答する。 

なお、このプロポーザルに関する質疑は、この質疑書のみによるものとし、電話、口

頭及び電子メール本文への直打ち（質疑書の添付によらない電子メール）などでの問

い合わせや受付期間外の質疑は受け付けない。 

また、この回答の内容は、本実施要領及び仕様書の改訂とみなす。 

 

８ 企画提案書等の提出                                

参加承認を受けた者は企画提案書提出届（様式６）に次の書類を添付し、提出すること。 

（１）提出書類 

ア 企画提案書（任意様式） 

用紙はＡ４サイズ、表紙・目次を除いて４０ページ以内とし、仕様書に基づき、以下

の項目ごとに作成すること。 

 （ア）スケジュール案及びそれに基づいた作業体制 

想定する業務開始までの全体スケジュールを詳細に記載すること。 

（イ）調達機器等 

ａ ＰＯＳレジ端末、自動釣銭釣札機 

・基本的な性能及び取扱方法等について 

機器の説明、レシート発行、自動釣銭釣札機による金銭授受の流れ等について記

載すること。 

・集計機能について 

・仕様書「３ ＰＯＳレジ端末機器について」（17）について 

ｂ キャッシュレス決済端末 

・基本的な性能及び取扱方法等について 

  機器の説明、利用者の支払い方法等について記載すること。 

・キャッシュレス決済の種類及び提案理由 
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参考として、将来的に利用可能なキャッシュレス決済種別があれば、利用可能時

期等について記載すること。 

・個人情報の取得・削除等の方法 

ｃ 設置方法 

  ＰＯＳレジを窓口のカウンターに設置する予定である。設置するための方法につい

て記載すること。 

  （仕様書「４ 機器の設置作業、通信回線等の環境構築について」（１）及び別紙１

を参照のこと。） 

(ウ) 指定納付受託業務 

ａ 指定納付受託業務に係る決済手数料について 

利用可能なすべてのキャッシュレス決済種別について、それぞれの決済手数料の

料率（消費税の課税・非課税）について記載すること。 

また料率のほか、システム利用料などその他の経費についても全て記載すること。 

ｂ 本市への収納金の納付方法 

（仕様書「６ 指定納付受託業務について」を参照のこと。） 

※本市が支払う決済手数料を収納金から控除して納付する方式は認めないことと

する。 

ｃ 指定納付受託業務に係る決済手数料の支払いについて 

（仕様書「６ 指定納付受託業務について」を参照のこと。） 

本市が支払う決済手数料は、月ごととする。 

ｄ 仕様書「６ 指定納付受託業務について」及び本業務を実施するうえでの個人情報

保護の取組み内容について記載すること。 

（エ）導入サポート等 

ａ 導入機器の保証及び保守内容（導入後５年間） 

技術者の派遣依頼から現地到達までに要する時間を記入すること。併せて、人員体

制、事務所所在地、導入後のサポート体制及び障害発生時の対応等について記載す

ること。 

ｂ 研修体制 

研修回数、研修内容等を記載すること。 

なお、研修対象職員は、市民保険課及び税務収納課で３５人程度を見込んでおり、

窓口業務に支障を発生させないよう、少人数で複数回の実施等効率的・効果的な研

修が望ましい。 

また、職員が機器を操作する機会を設けることができる場合は、その方策等を記載

すること。 

ｃ 令和７年度以降に発生する経費について（経費が発生する場合のみ記載） 

ランニングコストの内容及び金額の予定について記載すること。 



（仕様書「７ サポート等」（１）（４）を参照のこと） 

（オ）独自提案 

独自の有用な提案があれば記載すること。 

イ 見積書 

下記の項目ごとに仕様書の各内容の内訳が分かるように作成すること。また、その見

積内訳額の算定の根拠も示すこと。金額は消費税等込みの金額を記載すること。 

（ア）ＰＯＳレジ等機器一式（２台）の導入、設置費用及び利用に必要な経費 

※５年間の機器保守に係る費用を含む。 

※見積限度額の範囲内とする。 

※様式は任意とする。 

（イ）指定納付受託業務に係る決済手数料 

利用可能な全てのキャッシュレス決済種別について、それぞれの決済手数料の料

率（消費税の課税・非課税）について記載すること。料率のほか、キャッシュレス

決済利用料などその他の経費についても全て記載すること。 

※様式は任意とする。 

また、上記とは別に、仕様書「５ 指定納付受託業務で取り扱うキャッシュレス決

済の種類」において、必須対応とした決済ブランドについて、参考見積書（様式７）

を作成すること。 

ウ ＰＯＳレジのカタログ等 

（２）提出期限 

   令和６年１０月４日（金） 

（３）提出部数 

   企業名入り１部、企業名を特定できないもの７部を提出すること。 

（４）提出場所 

   ４（３）に同じ 

（５）提出方法 

   ４（４）に同じ 

 

９ プレゼンテーション                               

（１）実施日時 

   令和６年１０月１７日（木）１３時３０分開始予定 

   ※詳細は令和６年１０月８日（火）に通知する。 

（２）出席者 

   １提案者５名以内 

（３）実施方法 

ア １提案者４５分以内（プレゼンテーション３５分、質疑１０分）とする。 



イ 事前に提出された提案書に沿って説明を行うこと。 

ウ 実施時の追加資料の配布は禁止する。 

エ 企業名等を特定できる内容（挨拶、企業名、ロゴの表示等）で行わないこと。 

オ 審査当日、パソコン及びその他説明に必要な機器等については、参加者が用意するこ

と。プロジェクター、スクリーンについて貸与を希望する者は、事前に市担当者に連絡

をすること。 

 

１０ 契約候補者の選定 

提出された企画提案書について、本市が設置する「キャッシュレス決済機能付きセミセル

フレジ導入等業務に係る公募型プロポ―ザル選定委員会」（以下「選定委員会」という。）に

おいて審査し、最も優れた提案を行ったと判断された者を契約候補者として選定する。 

（１）評価項目及び評価基準 

企画提案書及びプレゼンテーションの内容に関する評価は、下記の評価基準により

行う。 

 

評価項目 評価内容 評価点 

POS レジ端末

機器 

ＰＯＳレジ

機器等の機

能及び操作

性等 

・高齢者や障がい者、外国人等をはじめ市民が

利用しやすいものとなっているか 

・集計方法や操作性はどうか 

・レシートのデザイン等 

25 

指定納付受託

業務 

キャッシュ

レス決済 

・キャッシュレス決済のブランドの充実度 10 

収納金の納

付方法等 

・収納金の納付サイクルや納付方法、決済手数

料の支払い方法等 

10 

個人情報保

護 

・個人情報保護への取り組み 5 

サポート等 機器等の保

守 

・機器の保守内容の充実度 ５ 

研修等 ・職員に対する研修等 5 

サポート内

容等 

・機器等の障害発生時等のサポート内容及び体

制 

15 

実績 国や他自治

体での実績 

・国や他自治体での実績 5 



追加提案 追加提案 ・本市の定める仕様書にない有用な提案がある

か 

5 

価格 価格 ・提案見積額及び算定根拠等（機器導入及び保

守） 

10 

・指定納付受託業務に係る決済手数料 5 

合計 100 点 

 

（２）契約候補者の選定 

候補者の選定は、審査得点に基づいて提案者を順位付けし、最も得点の高かった提案

事業者を候補者として選定し、次いで高い者を次点者とする。 

（３）結果の通知 

   選定結果は、提案事業者全員に対し結果通知により通知する。 

   なお、審査内容及び審査結果に対する異議申立ては受け付けない。 

 

１１ 契約の締結 

（１）契約締結交渉 

市長は、契約候補者に選定された者と本プロポーザルに提出された書類の内容を基

本とし、業務仕様及び契約の詳細を協議の上、契約を締結するものとする。 

なお、契約候補者に選定された者が契約を辞退した場合又は失格に該当することが

判明した場合は、審査結果において順位が次点者となった者と契約交渉を行う。 

（２）契約の特定条件 

   契約保証金は免除する。 

 

１２ その他 

（１）手続きにおいて使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第 51 号）に定 

めるもので、通貨は日本国通貨、時刻は日本標準時とする。 

（２）企画提案書及び見積書作成等本プロポーザル参加に要する一切の費用は参加者負 

担とする。 

（３）提出できる企画提案書は１点のみとする。 

（４）提出された企画提案書の差し替え又は再提出は認めない。 

（５）提出された関係書類は返却しない。 

（６）提出された書類は、審査及び説明並びに公表のために、その写しを作成し使用するこ

とができるものとする。 

（７）参加表明した者は本プロポーザルへの参加を原則認める。ただし、参加者が多数の場

合には業務実績調書、参加表明書等による書類選考を行い３社程度とする。参加承認



の可否の連絡は令和６年９月２５日（水）までに参加表明書に記載されたメールアド

レス宛に電子メールで通知する。 

（８）企画提案書の提出が 1 者の場合でも本プロポーザルは成立する。その場合、1 者に 

   ついて審査した上で評価が一定水準に達していれば契約候補者に選定する。 

 

１３ プロポーザルの実施スケジュール（予定）                    

 

実施期間 実施内容 

令和６年 ９月 ５日（木） プロポーザル実施要領及び仕様書の公表 

令和６年 ９月１２日（木） 質疑書受付期限（メールで受付） 

令和６年 ９月１８日（水） 質疑書回答期限（ホームページ上で回答） 

令和６年 ９月２０日（金） 参加表明書提出期限（持参又は郵送必着） 

令和６年 ９月２５日（水） 参加承認可否通知（メールで通知） 

令和６年１０月 ４日（金） 企画提案書提出期限（持参又は郵送必着） 

令和６年１０月 ８日（火） プレゼンテーション日時の通知（メールで通知） 

令和６年１０月１７日（木） プレゼンテーション実施 

令和６年１０月２２日（火） 選定結果通知 

 


